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消 防 危 第 １ ６ ９ 号

昭和５４年１２月２５日

各都道府県消防主管部長 殿

消防庁危険物規制課長

屋外タンク貯蔵所の地震対策について

１９７８年宮城県沖地震による屋外貯蔵タンクの破損原因については、先般、危険物技

術基準委員会からその調査結果が報告されたところであるが、このたび、これを踏まえて

別添の「屋外タンク貯蔵所の地震対策に関する保安指針」をとりまとめた。

現在、我が国においては、大規模地震対策特別措置法に基づく地震防災対策強化地域が

指定される等地震対策が急を要する問題であり、特に大量の危険物を貯蔵する屋外タンク

貯蔵所の地震対策は重要な課題であることにかんがみ、別添の保安指針にのつとり、屋外

タンク貯蔵所の地震対策を適切に推進されるようお願いする。

なお、地震対策の進捗状況については、関係事業所からの報告を受け、又は消防法第１

６条の５第１項の規定による報告を求める等の方法により、適時、その実態の把握に努め

られたい。

追つて、貴管下市町村に対してもこの旨示達され、よろしくご指導願いたい。
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別添

屋外タンク貯蔵所の地震対策に関する保安指針

第１ 地震防災対策強化地域内の屋外タンク貯蔵所に対する措置

大規模地震対策特別措置法に基づく地震防災対策強化地域（以下「強化地域」とい

う。）においては、比較的近い将来において、大規模な地震の発生する可能性が予測

されていることにかんがみ、屋外タンク貯蔵所の設置場所が強化地域に指定され、又

は指定されることとなつた場合は、次に掲げるところにより、当該地域内の屋外タン

ク貯蔵所について速やかに保安対策を講ずること。

１ 総点検の実施

強化地域内の屋外タンク貯蔵所については、次に掲げるところにより、屋外貯蔵タ

ンクの地震に対する安全性の点検（以下「安全点検」という。）及び屋外タンク貯蔵

所の維持、管理状況の点検（以下「維持管理点検」という。）に係る総点検を実施す

ること。

（１） 安全点検は、次により行うこと。

ア 特定屋外貯蔵タンクにあつては、危険物の規制に関する技術上の基準の細

目を定める告示（以下「告示」という。）第４条の２０の規定に準じて、座

屈、転倒、すべり（以下「座屈等」という。）に対する屋外貯蔵タンクの安

全性について行うこと。

イ その他の屋外貯蔵タンクにあつては、危険物の規制に関する規則（以下

「規則」という。）第２１条の規定に準じて、屋外貯蔵タンクの安全性につ

いて行うこと。

ウ 上記ア及びイの安全点検においては、次の事項に留意すること。

（ア） 告示第４条の２０の規定中「設計水平震度」については、照査用水

平震度として、０．４以上の値を用いること。

（イ） 貯蔵する危険物の重量については、当該屋外貯蔵タンクに貯蔵する

危険物の実比重を用いて算定してさしつかえないこと。

（ウ） 座屈等に対する安全率は、１を超える値とすること。

（２） 維持管理点検は、次によること。

ア 維持管理点検は、次に掲げる事項を重点項目として行うこと。

（ア） 屋外貯蔵タンクの基礎の形状、構造等

（イ） 屋外貯蔵タンクの側板、アニユラ板及び底板の腐食状況

この場合において、腐食状況を点検するための板厚測定箇所は、原

則として、次によること。

① 側板については、側板下部の内外面において腐食の認められる箇

所とすること。

なお、保温材を有する屋外貯蔵タンクで、タンク外部からの点検

が困難であるものの側板にあつては、タンク内部の側板とアニユラ
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板との隅肉溶接側板側止端部近傍及び当該部分から上方へ３００ｍ

ｍまでの範囲内において、鉛直方向１００ｍｍ間隔ごとに水平方向

に概ね２ｍの間隔でとつた箇所並びに側板内面に腐食が認められる

箇所とすること。

② アニユラ板については、次によること。

（ⅰ） 側板内面より５００ｍｍの範囲内にあつては、概ね１００

ｍｍの間隔で千鳥等にとつた箇所及びアニユラ板に内面腐食

の認められる箇所とすること。

（ⅱ） 接地の設置箇所付近及び水抜き付近にあつては、概ね１０

０ｍｍの間隔でとつた箇所とすること。

（ⅲ） その他の箇所にあつては、概ね１ｍの間隔でとつた箇所と

すること。

③ 底板にあつては、概ね１ｍの間隔でとつた箇所とすること。

④ 上記①から③までの板厚測定において、設計時の板厚に対してそ

の９０％以下である測定値が得られた箇所にあつては、当該箇所を

中心に半径３００ｍｍの範囲内について、概ね３０ｍｍの間隔でと

つた箇所を追加すること。

（ウ） フレキシブルホース等の機能等

（エ） 危険物を取り扱う配管の管、管継手、弁等の腐食状況及び機能

（オ） 防油堤の容量及び構造並びに配管貫通部、管渠埋設部等の保護措置

の状況

（カ） 防油堤内に設置した流出油検知装置の性能及び機能

（キ） 防油堤の水抜口の開閉状態及び開閉弁等の機能

（ク） 消火設備の性能及び機能

（ケ） その他

イ なお、消防法第１４条の３第１項の規定に基づく保安検査、同第２項の規

定に基づく臨時保安検査、第１４条の３の２の規定に基づく定期点検等で、

概ね過去５年以内に内部点検を実施した屋外貯蔵タンク並びに昭和５２年２

月に公布された危険物の規制に関する政令の一部を改正する政令（昭和５２

年政令第１０号）及び危険物の規制に関する規則の一部を改正する省令（昭

和５２年自治省令第２号）の規定に基づき設置された屋外貯蔵タンクにあつ

ては、上記ア（イ）の点検を省略することができる。

２ 補修方法等

総点検の結果、補修等を必要とする場合にあつては、次に掲げるところにより行う

こと。

（１） 安全点検の結果、大規模地震時に座屈等を生ずる可能性があると判断された

屋外貯蔵タンクにあつては、その程度に応じ、次に掲げるいずれかの方法によ

り、座屈等を防止するための措置を講ずること。

ア 補剛材の取付け等による補強

イ 貯蔵タンク側板の取替え等による補強
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ウ 貯蔵タンク構造の変更

エ 貯蔵タンクの液面の低下その他座屈等を防止するための有効な措置

なお、液面を低下させることにより措置する場合における液面低下の時期

及びその実行計画については、下記３（１）イ（イ）及び（ウ）に掲げると

ころによること。

（２） 維持管理点検の結果、異常が認められた屋外タンク貯蔵所にあつては、次に

掲げるところにより補修を行うこと。

ア 屋外貯蔵タンクの基礎が貯蔵タンクを安全に支持するための形状又は構造

として不適切であると認められるものにあつては、基礎盛り土の外傍に告示

第４条の１１の規定に準じた鉄筋コンクリートリングを設けるとともに、犬

走り部を粒調砕石等を用いて締め固める措置（第１図及び第２図参照）又は

これと同等以上の効果を有する措置を講ずること。

この場合において、犬走り部及びその法面は、雨水等が浸透することがな

いようアスフアルト等で保護すること。

イ 屋外貯蔵タンクに腐食等の異常が認められたものについては、次に掲げる

ところにより補修を行うこと。

（ア） 側板に腐食が認められた場合は、当該部分について告示第４条の２

１の規定を満足するように補修すること。

（イ） アニユラ板に次のいずれかに該当する腐食が認められた場合は、原

則として、アニユラ板の取替えによる補修を行うこと。その他の腐食

にあつては、当て板等による部分的補修としてさしつかえないこと。

① 上記１（２）ア（イ）④における測定板厚平均値が、設計板厚の

８０％以下である場合

② 上記１（２）ア（イ）④における測定板厚最小値が、次式により

算出された値より小である場合

ｔ＝ｘ・ｙ＋ｃ

この場合において

ｘ：腐食率（ａ／ｂ）

ａ：当該アニユラ板における最大腐食深さ（ｍｍ）

ｂ：当該アニユラ板の使用期間（年）

ｙ：当該タンクにかかる次期タンク開放検査予定期日までの

年数

ｃ：容量１，０００ｋｌ未満のタンクにあつては、３．２と

し、容量１，０００ｋｌ以上のタンクにあつては、４．

５とする。

（ウ） 底板に上記（イ）①又は②に該当する腐食が認められた場合は、底

板の取替え等による補修を行うこと。

（エ） その他の異常が認められた場合は、その状況に応じ、所要の補修を

行うこと。

ウ 屋外貯蔵タンクの附属設備等に異常が認められたものについては、その状
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況に応じ、部品の交換等所要の補修を行うこと。

エ なお、本項については、次の事項に留意すること。

（ア） アニユラ板の腐食状況により、アニユラ板の全面取替えによる補修

を行う場合にあつては、原則として、次によること。

① アニユラ板の材質は、規則第２０条の５の規定に準じたものであ

ること。

② アニユラ板の板厚は、告示第４条の１７第４号の規定に準じたも

のであること。

③ アニユラ板の溶接は、規則第２０条の４第３項第２号から第４号

までの規定に準じたものであること。ただし、アニユラ板と底板と

の溶接部にあつては、隅肉溶接とすることができる。

（イ） アニユラ板の補修に際しては、規則第２１条の２の規定に準じ、ア

ニユラ板の外面の腐食を防止するための措置を講ずること。

（ウ） 腐食率の大きい屋外貯蔵タンクについては、腐食環境の改良、防食

措置の強化等について配慮すること。

３ 保安対策

上記２に掲げる措置のほか、次の措置を講ずること。

（１） 液体危険物の屋外貯蔵タンクに対する措置

液体危険物の屋外貯蔵タンクのうち、当該タンクの直径をその液面高さ（屋

外貯蔵タンクに当該屋外貯蔵タンクにかかる許可容量の危険物を収納した場合

における当該タンクの底板から液面までの距離をいう。）で除した値（以下

「Ｄ／Ｈ」という。）が２．５以下であり、かつ、当該屋外貯蔵タンクの側板、

アニユラ板等に高張力鋼板（引張り強さ５０ｋｇ／ｍｍ２以上の鋼板をいう。

以下同じ。）を使用したものにあつては、次に掲げるところにより、アニユラ

板等の損傷防止措置（総点検の結果に基づきアニユラ板を規則第２０条の５及

び告示第４条の１７第４号の規定に準じて補修するものを除く。）又は液面を

低下させる措置を講ずること。

ア アニユラ板等の損傷防止措置

アニユラ板等の損傷防止の措置を講ずるものにあつては、次に掲げるいず

れかの措置を講ずること。

（ア） アニユラ板の取替えにより、その板厚を増加すること。

この場合において、アニユラ板の材質、板厚及び溶接並びに防食措

置については、上記２（２）エ（ア）及び（イ）に掲げるところによ

ること。

（イ） アニユラ板等の下にベアリングプレート（タンク周辺部に生ずる鉛

直方向の集中荷重を基礎に分散伝達し、併せて、万一アニユラ板等に

亀裂が生じた場合において、流出危険物による基礎の洗掘を防止する

目的で敷設する鋼板をいう。以下同じ。）を有効に敷設すること（第

３図参照）。

（ウ） 側板とアニユラ板等との内側隅肉溶接アニユラ板側止端部近傍にお
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ける応力集中の軽減を図るため、当該部分の脚長を延長する等の措置

を講ずること（第４図参照）。なお、脚長の延長については、別記１

参照のこと。

（エ） その他現在のアニユラ板の上に新たなアニユラ板を敷設する等上記

（ア）から（ウ）までに掲げる措置と同等以上の効果を有する措置を

講ずること（第５図及び第６図参照）。

イ 液面を低下させる措置

屋外貯蔵タンクの液面を低下させる措置を講ずるものにあつては、次に掲

げるところにより行うこと。

（ア） 液面は、当該タンクの直径をその底板から貯蔵液面までの高さで除

した値（以下「Ｄ／ｈ」という。）が２．５を超える値となる位置ま

で低下させること。なお、安全点検の結果に基づく措置を液面の低下

により措置するものにあつては、Ｄ／ｈが２．５を超え、かつ、座屈

等の生ずるおそれのない位置まで低下させること。

（イ） 液面の低下は、地震防災対策強化地域判定会（以下「判定会」とい

う。）の招集等の情報を得た場合に、直ちに実行すること。

（ウ） なお、液面を低下させる屋外貯蔵タンクについては、当該屋外貯蔵

タンクごとに、あらかじめ、次に掲げる事項について検討し、液面低

下措置の実行計画を確立しておくこと。

① 低下すべき液面の算出

② 液面低下のために排出する危険物の移送先

③ 液面低下のための操作手順

④ その他必要な事項

（２） 流出油の拡散防止措置

液体危険物を貯蔵する２以上の屋外タンク貯蔵所を設置する事業所にあつて

は、下記ゥに該当する場合を除き、次に掲げるところにより、当該事業所の外

周部等に土堤等（以下「外周防油堤」という。）を設けること。

ア 外周防油堤の構造は、昭和５２年１１月１４日付け消防危第１６２号「防

油堤の構造等に関する運用基準について」消防庁危険物規制課長通達中別記

４「２次防油堤の構造指針」に準じたものとすること。

イ 外周防油堤は、当該事業所内に設置されている防油堤のすべてを囲むよう

に設けること。

ウ 次のいずれかに該当する場合は、当該部分について外周防油堤を設けない

ことができる。

（ア） 石油コンビナート等災害防止法令による流出油等防止堤が設けられ

ている場合

（イ） 上記１から３（１）までに掲げる措置が完了している場合

（ウ） 防油堤内に設置されている屋外貯蔵タンクの基数が１である防油堤

の場合

（エ） 事業所周辺の地形、環境等の状況から重大な支障の生ずるおそれが
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ないと客観的に認められる場合

（３） タンク底板下への雨水浸入防止措置

底板を地盤面に接して設けた屋外貯蔵タンクにあつては、当該貯蔵タンクの

底部のアニユラ板等の外側張出し部近傍からアニユラ板等の下へ雨水が浸入す

るのを防止するための措置を講ずること（第７図及び第８図参照）。

ただし、雨水の浸入するおそれのない屋外貯蔵タンクにあつては、この限り

でない。

なお、雨水浸入防止措置については、別記２参照のこと。

４ 応急措置

（１） 液体危険物の屋外タンク貯蔵所のうち、判定会の招集等の情報を得た場合に、

未だ安全点検若しくは維持管理点検若しくはそれらの結果に基づく措置又は保

安対策が完了していないものにあつては、直ちに、次に掲げるところにより、

当該屋外貯蔵タンクの液面を低下させる応急の措置を講ずること。

ア Ｄ／Ｈが２．５以下で、かつ、当該屋外貯蔵タンクの側板、アニユラ板等

に高張力鋼板を使用した屋外貯蔵タンクにあつては、Ｄ／ｈが２．５を超え、

かつ、座屈等の生ずるおそれのない位置まで低下させること。

イ 上記ア以外の屋外貯蔵タンクにあつては、当該屋外貯蔵タンクの使用期間、

使用状態、過去の点検状況、貯蔵油種等を勘案のうえ、座屈等の生ずるおそ

れのない位置で、かつ、耐震上適切な位置まで液面を低下させること。

ウ 応急措置を講ずる時点において、当該屋外貯蔵タンクの存する事業所に上

記３（２）に掲げる外周防油堤が設置されていない場合にあつては、上記ア

及びイにかかわらず、１の防油堤内に存する応急措置を講ずるべき屋外貯蔵

タンクについて、これらの屋外貯蔵タンクに貯蔵する危険物の総貯蔵量が、

当該防油堤の容量以下となるまで液面を低下させること。

（２） 上記（１）の事態に備え、事業所内の液体危険物の屋外タンク貯蔵所につい

ては、あらかじめ、次に掲げる事項について検討し、緊急液面低下措置計画を

確立しておくこと。

ア 屋外貯蔵タンクごとに低下すべき液面の算出

イ 液面低下のために排出する危険物の移送先

ウ 液面低下のための操作手順

エ その他必要な事項

第２ 強化地域以外の地域の屋外タンク貯蔵所に対する措置

屋外タンク貯蔵所の地震に対する防災対策としては、その位置、構造及び設備を適

正に維持し、管理することが基本的要件であり、特に、屋外貯蔵タンクのアニユラ板

等における腐食は、地震時において屋外貯蔵タンクの破損等につながる要因となる可

能性があることにかんがみ、強化地域以外の地域の屋外タンク貯蔵所については、次

に掲げる措置を講ずること。

１ 保安点検等の徹底

屋外タンク貯蔵所にかかる日常点検、定期点検の励行に努め、その適正な維持管理
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を図るとともに、定期点検、保安検査等による屋外貯蔵タンクの開放時において、屋

外貯蔵タンクの側板、アニユラ板及び底板の腐食状況について、特に入念な点検を実

施すること。

この場合において、腐食状況を点検するための板厚測定箇所は、上記第１、１

（２）ア（イ）に掲げるところにより行うこと。

２ 補修方法等

屋外タンク貯蔵所の定期点検、保安検査等の結果、異常が認められたものにあつて

は、所要の補修を行うこと。

この場合において、特に次の事項に留意すること。

（１） 屋外貯蔵タンクの基礎がタンクを安全に支持するための形状又は構造として

不適切であると認められるものにあつては、上記第１、２（２）アに掲げると

ころにより補修を行うこと。

（２） 屋外貯蔵タンクの側板、アニユラ板又は底板に腐食が認められたものにあつ

ては、上記第１、２（２）イ並びにエ（イ）及び（ウ）に掲げるところにより

補修を行うこと。

３ タンク底板下への雨水浸入防止措置

屋外貯蔵タンクの底板を地盤面に接して設置したものにあつては、上記第１、３

（３）に掲げるタンク底板下への雨水浸入防止措置を講ずること。

第３ その他

１ 上記第１から第２までに掲げる屋外タンク貯蔵所に対する点検、点検結果に伴う措

置及び保安対策は、次のいずれかに該当する屋外タンク貯蔵所について、優先的に実

施するよう配慮すること。

（１） 低引火点の危険物を貯蔵する屋外タンク貯蔵所

（２） 危険物を加温して貯蔵する屋外タンク貯蔵所

（３） Ｄ／Ｈが２．５以下で、かつ、屋外貯蔵タンクの側板、アニユラ板等に高張

力鋼板を使用する屋外タンク貯蔵所

２ 補強、補修における注意事項

屋外貯蔵タンクの補強又は補修に際しては、施工計画、溶接施工方法等について十

分管理し、細心の注意を払つて行うこと。

３ 新たに設置する屋外タンク貯蔵所に対する措置

新たに設置申請をしようとする屋外タンク貯蔵所については、危険物の規制に関す

る政令第１１条に規定する技術上の基準によるほか、次に掲げる事項について配慮す

ること。

（１） 屋外貯蔵タンクの底板を地盤面に接して設置するものにあつては、上記第１、

３（３）に掲げるタンク底板下への雨水浸入防止措置を講ずること。

（２） 強化地域内に新たに屋外タンク貯蔵所を設置しようとする場合は、告示第４

条の２０に規定する地震の影響に関する応力度の計算方法等においては、当該

強化地域において予想される地震規模を考慮したものとすること。

４ 手続に関する事項
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屋外タンク貯蔵所に対する安全点検、維持管理点検の結果に伴う補修、補強等の措

置又は保安対策（液面を低下することにより措置する場合を除く。）を講ずる場合に

あつては、消防法第１１条第１項に規定する所定の手続が必要であること。

なお、アニユラ板等の外側張出し部近傍の雨水浸入防止措置のみを講ずる場合にあ

つては、軽微な変更とみなし、消防法第１６条の５の規定による資料提出で処理して

さしつかえないこと。

５ 危険物保安技術協会の活用

屋外タンク貯蔵所に対する安全点検、維持管理点検の実施、これらの結果に基づく

貯蔵タンク又は基礎の補強、補修方法、保安対策等の検討、検討結果に基づく工事等

その性質からみて高度の専門技術的判断が必要となる事項については、危険物保安技

術協会の技術援助を求める等その活用について配慮すること。

なお、技術援助にかかる手続については、特定屋外タンク貯蔵所のタンク本体並び

に基礎及び地盤に関する技術援助の手続等に準じるものであること。

第１図 基礎部補強の例（その１）

第２図 基礎部補強の例（その２）
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第３図 ベアリングプレート敷設の例

第４図 隅肉溶接脚長延長の例

第５図 新たなアニユラ板の設置の例（その１）



- 11 -

第６図 新たなアニユラ板の設置の例（その２）

第７図 雨水浸入防止措置の例（その１）

第８図 雨水浸入防止措置の例（その２）
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別記１

側板とアニユラ板との内側隅肉溶接アニユラ板側脚長について

側板とアニユラ板との内側隅肉溶接アニユラ板側止端部近傍における応力集中を軽減す

るため、当該部分の脚長を延長する場合のビードの形状は、下記に掲げるものを標準とす

ること。

記

１ ビードの形状は、アニユラ板の板厚に応じ、次表に掲げる溶接肉盛幅、ビードの立上

り角度、肉盛止端部曲率半径等の数値を満足するものであること。

表 側板とアニユラ板との内側隅肉溶接ビード形状標準値

（注） １ 部位区分については、次図参照のこと。

２ ビード高さは、ａ４≧ａ３≧ａ２≧ａ１であること。

２ 肉盛溶接については、次の事項に留意すること。

（１） ビード形状は、グラインダー等を用いて仕上げ完成すること。

この場合において、肉盛溶接止端部の痕跡が残らないように注意するとともに、

母材のアニユラ板表面を０．４ｍｍ以上削らないこと。なお、アニユラ板表面を

０．４ｍｍ以上削つた場合は、補修溶接を実施し、再度グラインダー等による仕

上げを行うこと。

（２） 溶接部については、ビードの仕上げ後において、磁粉探傷試験を実施し、ビー

ドのつなぎ部及び肉盛溶接止端部に欠陥指示模様のないことを確認すること。
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別記２

雨水浸入防止措置に関する指針

屋外貯蔵タンク底部のアニユラ板等外側張出し部近傍から貯蔵タンク下へ雨水が浸入す

るのを防止するための措置（以下「雨水浸入防止措置」という。）は、下記に掲げる方法

又はこれと同等以上の効果を有する方法により行うこと。

記

屋外貯蔵タンクのうち、その底部を地盤面に接して設けるものにかかる雨水浸入防止措

置として、アニユラ板（アニユラ板を設けない貯蔵タンクにあつては底板をいう。以下同

じ。）の外側張出し部上面から盛り土基礎等の犬走りにかけての部分を防水性等を有する

ゴム、合成樹脂等の材料で被覆する方法により行う場合は、次によること（別図参照）。

１ アニユラ板の外側張出し部上面の被覆は、側板とアニユラ板との外側隅肉溶接部にか

からないように行うこと。ただし、当該タンクにかかる定期点検、保安検査等の際に、

容易に当該隅肉溶接部の検査を行うことが出来るよう措置した場合は、この限りでない。

２ 犬走り部の被覆は、次によること。

（１） 被覆幅は、使用材料の特性に応じ、雨水の浸入を有効に防止することができる

幅とすること。

（２） 被覆は、犬走り表面の保護措置の上部に行うこと。

３ 被覆材料は、防水性を有するとともに、適切な耐候性、防食性、接着性及び可撓性を

有するものであること。

４ 被覆は、次の方法により行うこと。

（１） 被覆材とアニユラ板上面及び犬走り表面との接着部は、雨水が浸入しないよう

必要な措置を講ずること。

（２） 貯蔵タンクの沈下等によりアニユラ板と被覆材との接着部等に隙間を生ずるお

それがある場合は、被覆材の剥離を防止するための措置を講ずること。

（３） 被覆厚さは、使用する被覆材の特性に応じ、剥離を防ぎ、雨水の浸入を防止す

るのに十分な厚さとすること。

（４） 被覆表面は、適当な傾斜をつけるとともに、平滑に仕上げること。

（５） アニユラ板外側張出し部先端等の段差を生ずる部分に詰め材を用いる場合は、

防食性、接着性等に悪影響を与えないものであること。

（６） ベアリングプレートを敷設する屋外貯蔵タンクにあつては、ベアリングプレー

ト外側張出し部についても、上記（１）から（５）までに掲げる事項に準じて措

置すること。
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別 図 被覆による措置例

（その１）

（その２）

（その３）


